
第3・4・5・6・7種

実態区分

1A

1B

1C

2D

2E

3

4

5

6

7

8

　法人事業所の代表者のうち所得200万円超250万円以下の方 法人 B 種

　個人事業所の事業主のうち所得200万円以下の方

　法人事業所の役員（代表者以外）

　一人親方

　法人事業所の代表者のうち所得200万円以下の方

　個人事業所の事業主

法人 C 種

第 1 種

第 2 種

　外注としての手間請け

□
□
□

住民税課税証明書

住民税非課税証明書

納税通知書

①で網掛けの実態区分（1B、1C、2E）に○した方は、以下
のいずれかの書類を添付し、□にチェックしてください。
また、添付した書類に記載されている合計所得金額を記
入してください。

②事業所・働き先の変更

（1A、1B、1C、2D、2E、3、7、8の方は記入してください。 ）

変更
年月日

　　　　年　　　　月　　　　日
変更
項目

事業主名 ・ 事業所区分

事業所名

*㈱ ㈲ 等の法人種別も記入してください。

東京土建国民健康保険組合　　理事長　　殿

私は、以下のとおり届け出ます。

届出年月日 年　　　　　月　　　　　日　 記号　・　番号 　91　－　　　　　・

　法人事業所の代表者

保険料区分

法人 A 種

①就業実態の変更…該当する実態区分１つに〇をつけてください。

（1A、1B、1C、2D、2E、3、7、8の方は「②事業所・働き先」を記入してください。 ）

就業実態

組合員氏名
業種
コード

職種
（具体的に）

　日当で働いているが、事業所は一定していない

　特定の事業所で働いて賃金をもらっている（法人事業所または従業員5人以上の個人事業所）

　特定の事業所で働いて賃金をもらっているが社会保険の適用対象外

事業主名
（東土国保
加入状況） 　加入して　　イ．いる　（91-　　　　　・　　　　　　　　　　）　　　　ロ．いない

確認事項 ☑ 支部受付

所在地

　〒　　　 　－　　　　　　　　　　　　　TEL．　　　　　　（　　　　　　　）
 働き方の確認 □

 職種の確認 □

事業所
区　分

1.法人事業所
2.個人事業所
（事業主を除く

常用労働者5人以上）

3.個人事業所
（事業主を除く

　常用労働者4人以下）

 提出書類の確認 □

 上記内容の組合員への説明

　円　

□

事業所の登録
法人番号

1.解散　2.休業　3.他　4.廃業

組合員の登録

承認年月日 年　　　月　 　日 喪失年月日 年　　　月　 　日 登録の原因 1.適用除外等　2.加入申込書　6.非常勤　7.無報酬

補助率

適用年月日 年　　　月　 　日 適用事由 全喪年月日 年　　　月　 　日

2023.11

 法人  ・ 第 種 国種コード ⇨保険料決定欄 変更年月 年　　　　月 新区分 都 内　　・　　都 外

事業所情報
証
書
替
の
み
□

証回収入力 国保受付

就業実態（保険料区分・事業所・業種）変更届

書替証出力 証発送

就業実態 ・ 保険料区分
決裁 確認 入力 確認

有　・　無

業種書類番号 業種コード ⇨
⇨　 変更年月 年　　　　月 適用事由 二以上事業所勤務

全喪事由

帳票点検

【支部使用欄】

【国保組合使用欄】

太枠内をご記入ください。



・　事業所の解散や事業廃止により厚生年金の適用対象から外れた場合は、厚生
　　年金適用事業所『全喪届』と『資格喪失確認通知書』、『登記簿謄本（閉鎖事項
　　全部証明書）』または『破産手続開始決定通知』の写しが必要です。

・　退職により厚生年金の適用対象から外れた場合は、厚生年金保険『資格喪失確
　　認通知書』が必要です。
　【注】東京都以外にお住まいの方（健康保険の適用除外承認を受けている方を除
　　　　く）は、都内の事業所で従事していることを証明する『事業所従事者証明書』
　　　　も必要です。

～『就業実態変更届』を提出するときは以下の点にご注意ください～

・　所得一定額以下区分の申請には、『住民税課税証明書』、『住民税非課税証明
　  書』、『納税通知書』いずれかの写しが必要です。

・　事業主名の変更は、「②事業所・働き先の変更」欄に記入して『登記簿謄本』、
    『事業所関係変更届』等を提出してください。
　 【注】事業所名称・事業所所在地変更の場合は、就業実態変更届は不要です。
　　　　 事業所名称・所在地を変更したことが確認できる書類（年金事務所の受付印
　　　　 のある『適用事業所名称・所在地変更（訂正）届』または『登記簿謄本』の写
　　　　 し)を提出してください。

１．届け出には就業実態に応じた「業種・職種を確認する書類」が必要です。
　  具体的な提出書類は、支部窓口にある「提出書類の判定表」をご覧ください。

２．業種・職種は支部窓口にある「業種と主な職種一覧表」をご覧ください。

３．「提出書類の判定表」に記載されている書類以外にも以下に該当する場合は、
　　別途提出書類が必要です。


